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第 1章 計画の概要 

（１）計画の趣旨 

①背景と目的 

平成 18 年に制定された自殺対策基本法は平成 28年に改正され、保健、医療、福祉、教育、労働

その他の関連施策との有機的な連携のもと、誰もが「生きることの包括的な支援」としての自殺対

策に関する必要な支援を受けられるよう、すべての都道府県及び市町村は地域の実情を勘案した自

殺対策計画を策定するものとされました。 

南知多町では平成 31 年度に「南知多町自殺対策計画（第 1 期）」（計画期間令和２年度から６年

度）を策定し、取り組みを進めてきました。 

国において令和４年に新たな「自殺総合対策大綱」が閣議決定され、この大綱を踏まえ愛知県で

は「第４期愛知県自殺対策推進計画」が策定され、各種施策が推進されています。 

南知多町では、このような状況を踏まえ、誰も自殺に追い込まれることのない社会の実現を目指

し、「南知多町自殺対策計画（第２期）」（以下「第２期計画」という。）を策定します。 

②位置づけ 

本計画は、平成 28 年に改正された「自殺対策基本法」第 13 条第 2項に定める「市町村自殺対策

計画」として、令和４年に見直された国の自殺対策の指針である「自殺総合対策大綱」の趣旨を踏

まえて策定するものであり、南知多町における自殺対策関連施策の具体的な展開を示すものです。 

また、本計画は「南知多町総合計画」をはじめとする各種計画との整合を図るため、庁内連携を

図りながら推進していきます。 

（２）計画期間 

令和７年度から令和 11年度までの５年間とします。 

なお、「自殺対策基本法」または「自殺総合対策大綱」の改正、その他社会情勢の変化等が生じた

場合は、必要に応じ見直しを行うこととします。 

（３）推進体制 

①連携体制 

本計画の推進のために庁内の関係各課及び地域の関係団体、機関、住民が連携を図り施策や取組

を実施します。 

②進捗管理 

本計画の進捗管理は、各分野の関係者等により構成された「南知多町自殺対策検討委員会」を中

心に行います。 

「南知多町自殺対策検討委員会」においては PDCA サイクルによる計画の管理を進めるとともに、

施策や事業は社会情勢や必要に応じ見直しを図ります。 
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第２章 南知多町の自殺統計の特徴 

（１）自殺者数・自殺死亡率（住居地）

  男性の自殺者数は増減を繰り返していますが、令和５年は２人でした。 

女性の自殺者数は令和２年、３年、５年は 0人で令和４年が１人です。 

自殺死亡率（人口 10万人当たりの自殺者数）は令和５年が 12.3 人（総数）です。自殺者 1人の

増減で大きく変わるため、参考とします。 

平成 21 年からの年齢階級別の自殺者数の推移では、男性が 40 歳代以上、女性は 60 歳以上の年

代階級が多い状況です。 

図表１

図表２ 

0

2

4

6

8

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

人

自殺者数の推移：南知多町（自殺統計（自殺日、住居地））

総数 男 女

4.7

33.7
29.4 30

25.1

10.1
15.4 21.1 16

27.3

11
5.7

23.4
18

12.3

25.1

11.7
0

10
20
30
40
50
60
70

2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021 2022 2023

人

自殺死亡率（人口10万対）の推移：南知多町（自殺日、住居地）

総数 男 女

※第 2 章（１）～（10）資料出典 

地域自殺実態プロファイル 2024【愛知県南知多町】 一般社団法人 いのち支える自殺対策推進センター（JSCP） 

※

H21  H22 H23 H24  H25 H26 H27 H28 H29 H30 R 元  R2  R3  R4  R5 



5 

図表３ 

図表４ 

（２）自殺者数（発見地） 
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（３）性・年代別自殺者割合・自殺死亡率 

令和元年から令和５年の５年間の自殺者割合は 50 歳代男性が 33.3%、30 歳代、60 歳代男性、80

歳以上女性がそれぞれ 16.7％でした。 

20 歳未満の若年層の自殺は男女ともありませんでした。 

自殺死亡率では、男性の 30 歳代、50 歳代、女性の 80 歳代の自殺死亡率が全国に比べ倍以上高い

状況です。 

図表５ 
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（４）性別・年代・職の有無・同居別居別の自殺の分布 

性別・年代・職の有無・同居別居別の自殺の分布では、「男性+20～39 歳+有職者+同居」「男性+40

～59 歳+有職者+独居」「男性++60 歳以上無職者+独居」が 16.7％でした。人口 10 万対の自殺死亡

率が最も高いのは「男性+40～59 歳+有職者+独居」で 249.5 人です。 

全国では「男性+60 歳以上+同居+無職者」の自殺割合が最も高く 11.2％となっています。自殺死

亡率で最も高いのは「男性＋40～59 歳＋独居＋無職者」で 236.6 人です。 

図表７ 

（５）地域の自殺者の主な特徴 
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（６）ハイリスク地（住民以外の自殺の多さの目安） 

町外の居住者が南知多町内で自殺した人数（発見地が南知多町）は令和元年から令和５年の５年

間で 15 人でした。南知多町民（住居地が南知多町）の自殺者は 12人であり、発見地/住居地の比

は 125％で、発見地と住居地の差は＋３人です。 

図表９ 発見地住居地別の自殺者の推移（令和元～令和５年合計）           単位：人 

令和元 令和２ 令和３ 令和４ 令和５ 合計 
集計 

発見地/住居地 

発見地 2 1 3 4 5 15 比 125％

住居地 2 1 4 3 2 12 差 ＋3

図表 10 年代別 発見地住居地別の自殺者数（令和元～令和５年合計）         単位：人 
20 歳 

未満 
20~29 歳 30~39 歳 40~49 歳 50~59 歳 60~69 歳 70~79 歳

80 歳 

以上 
不詳 合計 

発見地 0 0 3 1 5 3 1 2 0 15

住居地 0 1 2 0 4 2 1 2 0 12

（７）子ども・若者の自殺 

南知多町では過去５年間に 20歳未満の自殺者はありません。 

全国割合の傾向は大学生が４割、高校生が３割を占めています。 

図表 11 子ども・若者の自殺者数（令和元～令和５年合計） 

学生・生徒等（全年齢） 自殺者数（人） 割合 全国割合 

中学生以下 ― ― 15.1％

高校生 ― ― 31.5％

大学生 ― ― 41.7％

専修学校生等 ― ― 11.7％

合計 0 ― 100.0％

（８）有職者の自殺の内訳 

南知多町の有職者の自殺は５年間に７人、無職者の自殺は５人で、割合は有職者が６割近くあり  

ます。全国割合では無職者の自殺者割合が６割程度となっています。 

図表 12 職業別の自殺の内訳（令和元～令和５年合計） 

職業 自殺者数（人） 割合 全国割合 

有職 7 58.3% 39.5%

無職 5 41.7% 60.5%

合計 12 100.0% 100.0%
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（９）新型コロナウイルス感染症拡大下の動向 

※感染拡大前５年間（平成 27～令和元年）の自殺者の平均と令和２年以降の差 

南知多町の令和２年から５年の男女別・年齢階級別の自殺者数それぞれについて、感染症拡大

前の５年間（平成 27～令和元年まで）の自殺者数の平均との差を南知多町、全国、愛知県につい

て図表 13から 15 で示しています（グラフ中の数値は令和５年における差）。 

南知多町は、令和３年では男性の 20 歳から 39 歳が＋1.8 人、令和５年は 60 歳以上が＋1.2 人

です。女性は令和４年の 60 歳以上が＋0.4 人ですが、その他の年代はマイナスです。 

愛知県の動向は、若年層の女性が感染拡大前よりもプラスとなっており、男性は 20歳未満と 40

歳から 59歳以上がプラスです。 

全国の動向では男性は 20歳未満、女性は 20歳未満、20歳から 39歳、40 歳から 59 歳の年代で

コロナ以前より自殺者が増加しています。 

図表 13 

図表 14                     図表 15 

※図表 14・15 のデータラベルは各年代別の令和５年値 
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（10）地域自殺実態プロファイル 2024 による推奨重点パッケージ 

自殺対策計画に必要な地域の実態の分析および地域特性（地域の課題）の把握のための「地域自

殺実態プロファイル」では、前記の情報を踏まえ、次のような南知多町の特性や課題が示されてい

ます。 

◎勤務・経営（小規模事業所の割合が多く、メンタルヘルス対策が行き届かない場合がある） 

◎高齢者（60歳以上の自殺が多い） 

◎生活困窮者・無職者・失業者（男性無職者、失業者の自殺が多い） 

◎子ども・若者（コロナ禍以降、子ども・若者への対策は全国的に重要とされた） 

なお、プロファイル 2024 版は 2023 年（令和５年）までの集計情報に基づく数値を掲載していま

す。 

（11）令和６年の南知多町の自殺の状況 

令和６年は 10月までの自殺者数が 10 人とこれまでより大きく増加しています。内訳は男性が５

人、女性が５人です。 

※図表 16・17 元データ 厚生労働省「自殺の統計：地域における自殺の基礎資料」 

（自殺日・住居地） 令和６年は 10 月までの推計値 

図表 16                     図表 17 
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第３章 第 1期計画の目標と結果等 

（１）第１期計画の目標と結果 

「自殺総合対策大綱」において、国は令和８年までに人口 10 万人当たりの自殺者数（自殺死亡

率という。）を 30％以上減少させることを目標としています。南知多町では第 1期計画の数値目標

として、５年平均の自殺死亡率（人口 10万人対）を 12.5 人、自殺者数を２人に減少させるとして

いました。 

５年平均の自殺死亡率（人口 10 万人対）は 14.0 人であり目標値には至っていません。 

１年ごとの自殺死亡率では総数の令和元年、令和２年と女性は目標値の 12.5 より低くなってい

ますが、平成 30 年、令和３～５年の男性は目標を超えています。 

自殺死亡率の数値目標と結果 

５年平均 
基準年 

平成25年～平成29年

第１期目標 

令和２年～令和６年 

第１期評価 

令和元～令和５年 

自殺死亡率 
（人口 10 万人当たりの自殺者数）

17.5 人 12.5 人 14.0 人

自殺者数 ３人 ２人 2.4 人

資料：厚生労働省「地域における自殺の基礎資料」及び厚生労働省「人口動態調査」保管統計表 都道府県編 

１年ごとの自殺死亡率の推移（人口 10 万対）平成 30 年から令和５年        単位:人 

区分 平成 30 年 令和元年 令和２年 令和３年 令和４年 令和５年 

総数 27.3 11.0 5.7 23.4 18.0 12.3

男 44.7 11.5 11.5 48.0 24.7 25.1

女 10.7 10.8 0.0 0.0 11.7 0.0

各年値の目標値以上は斜字

（２）第１期計画等に係る考察 

第１期自殺対策計画では、重点施策として「無職者・失業者、生活困窮者対策」、「高齢者対策」

及び５つの基本的施策を実施してきました。 

計画期間には新型コロナウイルス感染症拡大の影響により自殺者の傾向にも男性各年代の自殺

者数の増加などの変化がうかがわれます。５年平均の自殺死亡率は当初より改善し目標値より 1.5

人ほど多い状況でしたが、直近の令和６年では自殺者数が増加し、特に女性の自殺者数の増加が顕

著です。このような状況をふまえ、対策を行う必要があります。 

※ 南知多町自殺対策計画進捗状況（令和２年度～令和６年度）は巻末資料を参照 
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第４章 計画の基本的な考え方 

（１）基本理念 

第１期計画の基本理念を、第２期計画においても踏襲します。 

（２）自殺の現状と対策における基本認識 

これまでの対策により本町の自殺者数は減少傾向にありました。しかしながら、自殺の傾向に年

齢層の変化や増加傾向が見受けられ、令和６年においては女性の自殺者数の増加が認められます。   

令和２年からの新型コロナウイルス感染症拡大により自殺の要因となり得る様々な問題が悪化し

たことの影響が否めない状況です。 

このような状況に対し、社会における「生きることの阻害要因（自殺のリスク要因）」を減らし、

「生きることの促進要因（自殺に対する保護要因）」を増やすことを通じて、社会全体の自殺リス

クを低下させる考え方に基づき、自殺対策における施策を展開します。 

特に新型コロナウイルス感染症拡大の影響については、現状の分析や、影響を受けている子ども・

若者・女性などへの対策の推進が必要です。 

高齢者や、無職者・失業者や生活困窮者を対象とした自殺対策は引き続き相談体制の確保や居場

所づくり、交流支援を継続します。 

南知多町在住ではない自殺者が散見されることから、自殺を未然に防ぐためのパトロールや監視、

明るい地域づくりなど、警察、消防等の関係機関や関係団体と連携した適切な対策が必要です。

（３）数値目標 

第１期計画では令和６年までの５年間で自殺死亡率（人口 10 万対）を概ね 30％減の 12.5 人以下

とし、その後の５年間で 7.0 人以下とすることを目標として定めました。しかし、令和６年の女性

の自殺の増加により５年平均、単年とも自殺死亡率は大幅に増加が見込まれます。 

前記を踏まえ、自殺死亡率（平成 25～29 年の平均値）を令和 11 年までに 30%以上減少させるこ

とを目標とします。 

自殺対策の数値目標 

区分 基準年（自殺死亡率） 目標年（自殺死亡率） 

南知多町 平成 25～29 年（17.5 人） 令和 11 年（12.5 人以下）

愛知県 平成 27 年（17.5 人） 令和８年（13.0 人以下） 

国 平成 27 年（18.5 人） 令和８年（13.0 人以下） 

国の目標値は自殺総合対策大綱（令和４年 10 月閣議決定）、愛知県の目標値は県計画より引用 

【町総合計画将来イメージ】 絆・選ばれる理由があるまち 

【総合計画基本理念】    暮らし続けられるまちを“あなた”とつくる 

【関連基本目標】      地域で育むひとづくり

【自殺対策計画 基本理念】「こころ」と「いのち」 ともに支えあうまち みなみちた
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（４）施策の体系 

（１）地域におけるネットワーク 

の強化 

（２）自殺対策を支える 

人材の育成 

（３）住民への啓発と周知 

（４）生きることの 

促進要因への支援 

（１）無職者・失業者、生活困窮者

への対策 

（２）高齢者・シニア世代への対策 

（３）勤務問題への対策 

（４）子ども（児童生徒の SOS の出

し方に関する教育）・若者への

対策 

（５）女性の自殺対策の推進 

基本施策 重点施策

【基本理念】 

「こころ」と「いのち」 ともに支えあうまち みなみちた

生きる支援関連施策 
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第５章 自殺対策の取組 

１ 基本施策 

 基本施策は「【令和５年度版】地域自殺対策政策パッケージ（令和６年１月）※」において、すべて

の市町村が共通して取り組む必要があるとされている、地域で自殺対策を進めるうえでの基本的な施

策です。 

（１）地域におけるネットワークの強化 

自殺の多くは、家庭や学校、職場の問題、健康問題などの様々な要因が関係しています。それら

に適切に対応するためには、各分野について地域の多様な関係者が連携、協力し、総合的に自殺対

策を推進していくことが引き続き必要です。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

庁内のネット

ワークづくり

町の幹部会及び部課長会議の場において自殺対策に関

する協議等を行い連携強化を図ります。

救急搬送担当部署との連携により、事例の情報収集を

行います。

関係課

保健所・県、

関係機関との

連携

保健所が開催する自殺対策ネットワーク会議や精神保

健福祉連絡会等に参加し、関係機関と個々のケースや

自殺対策の推進や課題について情報共有し、連携に努

めます。

ふくし課

健康こども課

保健所

社会福祉協議会

高齢者・障が

い者関係機関

との連携

地域ケア会議等での個別支援の検討を通じ関係機関の

連携や、施策や生活支援サービスの充実を目指します。

知多南部地域自立支援協議会では、障がい福祉関係の

ケースや地域の課題について検討し、効果的な支援の

ための連携や取組に生かします。

ふくし課

健康こども課

社会福祉協議会

知多南部相談支援センター

子育て支援関

係機関との連

携（児童虐待

防止）

妊娠中のストレスや産後うつ、子育てに悩む世帯への

早期支援のため、医療機関、民間も含めた子育て支援

機関との連携を図ります。また、児童虐待の防止のた

め要保護児童対策地域協議会等において、関係機関と

の連携を強化します。

ふくし課

健康こども課

教育課

警察

生活困窮者支

援関係機関と

の連携

生活困窮者自立支援制度の関係機関と連携を図り、自

殺リスクを持つ生活困窮者への相談対応や支援などの

調整を行います。

ふくし課

社会福祉協議会

知多福祉相談センター

精神科医療機

関等との連携

自殺未遂者やうつ病等精神疾患患者等に適切な医療、

ケアが提供できるよう、精神科医療機関等や保健・福

祉機関と連携を図ります。

医療機関等

ふくし課

保健所 関係機関

健康こども課

※「【令和５年度版】地域自殺対策政策パッケージ（令和６年１月）」 
厚生労働大臣指定調査研究等法人・一般社団法人 いのち支える自殺対策推進センター 
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（２）自殺対策を支える人材の育成 

自殺の背景にある様々な悩みや生活上の困難などの問題に対し、周囲の人の早い段階での「気づ

き」が重要です。「気づき」ができ、適切な相談や支援につなげることができる人材育成の取組を

継続します。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

ゲートキーパー

養成研修の開催

地域の身近な支援者となり得る民生・児童委員や各種委

員、専門職、地域住民等、様々な方に対してゲートキーパ

ー養成研修の受講を推奨します。

ふくし課

健康こども課

教育課

職員研修を通じ

た人材育成

職員の心身両面における健康の維持増進や対応力の向上

のため、メンタルヘルス研修を始めとする各種研修の開

催やストレスチェック等を実施します。

総務課

保健関係職員の

質の向上

自殺対策に関する研修会に保健師等が参加する機会の確

保を図ります。
健康こども課
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（３）住民への啓発と周知 

自殺は誰にでも起こり得る危機ですが、危機状態の人の心情や背景が理解されにくい現実があり

ます。そのような心情や背景への理解を深めることが重要です。 

性的マイノリティ、多様な生き方や考え方、SNS によるストレス、各種ハラスメントや長時間労

働など、コロナ禍を経て変化し続けている社会への理解や適応が困難な場合があります。 

危機に陥った時に誰かに助けを求めることが適当であること、気づいた周りの人が相談につなげ

られる体制が周知されていることが重要です。 

また発見地の自殺数が住所地より高いことから、住民同士だけでなく南知多町を訪れる人に対し

ても声をかけあう環境づくりや、防犯や防火等のパトロール等の実施に自殺予防の視点を持ちつ

つ地域づくりや啓発を図っていくことが重要です。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

自殺予防週間・自

殺対策月間での

啓発

自殺予防週間（9 月 10 日～16 日）、自殺対策強化月間

（3月）に自殺対策の啓発物品等を配布し、周知を図り

ます。

健康こども課

こころの健康に

関する情報提供

町広報や公式ホームページ等により、自殺対策やメン

タルヘルス、その他健康づくりに関する情報提供を行

います。

健康こども課

イベントや健康

教室、会議等での

啓発

住民向けの健康教室等において、自殺やうつ、アルコー

ルとの関連や、心の健康づくり、睡眠のとり方等につい

て啓発を行います。

健康こども課

相談窓口等の周

知

広報や啓発資材により相談窓口の周知を図ります。さ

まざまな問題について当事者（自死遺族や自殺未遂者

など）や支援者から相談があった場合は適切な機関の

紹介や相談先へつなぎます。

健康こども課

関係機関

声をかけあえる

環境づくり

地域の行事や住民相互の交流や居場所づくりなどへの

支援を行うと共に、あいさつ運動や観光振興などを通

して住民同士や南知多町を訪れる人に対しても声をか

けあう環境づくりに努めます。

関係課

パトロールの実

施

防犯や交通安全、社会を明るくする運動などのパトロ

ール活動を通して自殺の予防啓発を図ります。

防災交通課

ふくし課

教育課

関係団体
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（４）生きることの促進要因への支援 

自殺対策は、個人においても社会においても「生きることの阻害要因」を減らし、「生きることの

促進要因」を増やす取組を行うことです。このような観点から、孤立を防ぐ多様な居場所づくり、

様々な課題への相談事業等による支援、こころと身体の健康増進のための取組等を推進する必要

があります。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

子どもや保護者

の居場所づくり

放課後児童クラブ、子育て世代の交流の場である子育て支

援センター、子どもを含めた地域住民の交流の場である地

域食堂（子ども食堂）、親子ふれあい広場等子どもや子育

て家庭の多様な居場所づくりを推進します。

健康こども課

教育課

社会福祉協議会

高齢者の居場所

づくり

地域の老人クラブ、サロン活動や体操グループへの支援を

通じて、高齢者が身近な地域で気軽に交流でき、介護予防

や引きこもり防止につながる居場所づくりにつなげます。

ふくし課

健康こども課

社会福祉協議会

権利擁護の推進

成年後見制度、DV対策、障がい者・高齢者・児童虐待の防

止、障がい者差別の解消等、各制度の周知と適切な運用に

努めます。

ふくし課

健康こども課

当事者活動への

支援や居場所づ

くり

様々な障がいのある方や、子育て中の保護者、また特定の

経験を持つ方々が集まったグループ等の活動について支

援を行います。

ふくし課

健康こども課

障がい福祉サー

ビスの推進

障がいのある方が地域で安心して生活できるよう、計画に

基づき各種自立支援、福祉サービスの推進をします。
ふくし課

生きがいづくり

への支援

各種社会教育事業の開催や文化協会をはじめとした文化

団体・サークルの活動への支援を通じて生きがいづくりに

つなげます。

教育課

スポーツ活動の

推進

スポーツ協会、スポーツ団体への支援、各種スポーツイベ

ントを通じて住民が気軽に参加し交流やスポーツを楽し

める環境づくりに努めます。

教育課

生活上の課題解

決のための相談

事業の充実

それぞれの年代や生活状況によって生じる様々な困りご

と（心配事全般、生活困窮、就労、消費生活、子育て、介

護、DV、健康、住まい等）に応じて、全庁的に連携を図り

相談対応にあたります。

関係課

健康診査や健康

相談事業の実施

乳幼児健診や特定健診やがん検診、面接や訪問による相談

支援を実施します。生きることの阻害要因となる病気など

の早期発見、重症化の予防への支援を行います。必要に応

じ専門機関の利用を勧めます。

健康こども課
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２ 重点施策 

（１）無職者・失業者、生活困窮者への対策 

「無職者・失業者」及び「生活困窮者」の自殺の背景には一般的に多重債務や労働問題、精神疾

患、虐待、ＤＶ、介護等の多様な問題が複合的に関わっていることが多く、その対策は包括的な

生きる支援として行われる必要があります。 

生活困窮者の中には自殺のリスクを抱えている人が少なくない状況を踏まえ、生活困窮者自立

支援法による相談支援事業と連動した包括的な支援に取り組みます。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

相談窓口及び制度

の周知・啓発

生活困窮者や無職者などの悩みを抱えた人が、リス

クが深刻化する前に相談窓口につながるよう、制度

や相談窓口について、周知・啓発を図ります。

ふくし課

関係機関

経済的負担の軽減
各種減免制度、手当、医療費助成制度等を適切に実施

し、経済的負担の軽減を図ります。
関係課

生活困窮者への支

援

生活困窮者や無職者などの悩みを抱えた人の早期発

見に努め、生活保護制度や生活困窮者自立支援制度

の利用につながるよう、連携して支援を行います。

減収、失業、就職先が見つからない等の生活困窮者へ

食糧支援を行います。

ふくし課

知多福祉相談センター

社会福祉協議会

子育て世代への対

策

経済的な理由を抱える世帯等に対し、保育料の減免、

給食費・学用品等の助成を行い、負担の軽減を図りま

す。

健康こども課

教育課

納付相談の活用

各種税金や保険料等の相談を受け付けます。納付能

力によっては関係各課で連携し、様々な支援・相談窓

口につなげられる体制を確保します。

関係課
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（２）高齢者・シニア世代への対策 

高齢者は健康問題に社会的役割の喪失感や孤独感が加わりやすく、自殺の原因や動機につなが

ると考えられます。地域での交流支援や包括的な相談体制の確保などの対策を継続します。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

包括的な支援のた

めの連携の推進

誰もが住み慣れた地域で安心して自分らしい暮らしを

続けられるよう、住まい・医療・介護・予防・生活支援

を地域で一体的に提供する地域包括ケアシステムの構

築を進めます。

ふくし課

社会福祉協議会

各種団体

地域における要介

護者、要支援者に対

する支援

介護保険事業計画の見直しにより必要なサービスの拡

充に努めます。人材確保事業等により介護保険に関わ

る人材の育成、確保に努めます。また要支援者等の状態

にあった適切な介護予防、日常生活支援サービスが提

供されるよう介護予防ケアマネジメントを行います。

ふくし課

介護サービス事業所

高齢者の相談体制

の充実

高齢者に関する相談を受け付け、適切な福祉サービス、

制度等について情報提供や支援を行います。
ふくし課

高齢者の健康不安

に対する支援

特定健診、後期高齢者健診を実施し、健診後の支援相談

事業を引き続き実施します。医療機関との連携により

個別健診の充実等受診しやすい環境整備に努めます。

住民課

ふくし課

医師会

社会参加の強化と

孤独・孤立の予防、

生活支援の充実

地域の身近な支援者（民生委員、近隣住民等）による見

守りや高齢者見守り事業の実施、老人クラブ活動支援

等により、自殺のリスクを抱える高齢者を早期に発見

し、適切な支援機関につなぐとともに、その後の見守り

を続けていく体制づくりをすすめます。また、生活支援

体制整備事業を推進します。

ふくし課

社会福祉協議会

民生委員

地域住民

介護予防の推進
ふれあいサロンの支援や、各種教室・百歳体操などの一

般介護予防事業等を引き続き実施します。

ふくし課

社会福祉協議会

認知症への対策

地域の様々な対象への認知症サポーター養成講座の開

催や、認知症についての啓発（講演会等の開催）、認知

症初期集中支援等を通じて認知症の方やその家族にや

さしいまちづくりを推進します。

ふくし課

医師会

介護サービス事業所
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（３）勤務問題への対策 

南知多町の過去５年間の自殺者 12人のうち有職者は７人（58.3％）であり、全国データの有職

者の自殺割合 39.5%と比べ高くなっています。 

勤務、経営に関係する対策は、過労死や長時間労働、各種ハラスメント、経営難、その他のメ

ンタルヘルス対策など、多岐にわたります。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

事業所と連携した普

及啓発や健康づくり

心身の健康に関する正しい知識の普及のために事業

所と連携した健康教室を行います。

事業所

保健所

健康こども課

農業・漁業者・その他

事業所への支援・相談

窓口の啓発

農業者や漁業者、その他事業所に対する相談支援を

行います。
産業振興課

各種相談窓口の紹介
広報、ホームページ、ＳＮＳ等により様々な相談窓口

の紹介や情報提供を行います。
関係課

勤労者やその家族、身

近な人の気づきのた

めの普及啓発

長時間労働や、過労死、その他職場のメンタルヘルス

に関する情報提供を行います。
関係課
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（４）子ども（児童生徒の SOS の出し方に関する教育）・若者への対策 

南知多町では児童生徒の自殺はありませんが、全国の小中高生の自殺者数は令和４年には過去最

多の 514 人でした。また、厚生労働省の「人口動態統計」では 10歳から 39 歳における死因順位の

１位は「自殺」です。 

児童生徒が、いのちの大切さを実感できる教育や、つらい時や苦しい時に信頼できる大人に助け

を求めたり、困難に対処する力やライフスキル（＊）を身に付けることができる教育を推進します。 

また、子どものいのちを守るため、学校だけでなく地域全体で包括的に支援する必要があります。 

子ども・若者世代のこのような状況を踏まえ、自殺対策大綱では「子ども・若者の自殺対策のさ

らなる推進・強化」が重点施策として位置づけられました。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

児童生徒向け教育

の実施

児童生徒が自分や他人のいのちや人権を尊重できるよう

人権教室や、自己肯定感を高め豊かな心を育む教育の実

施、いじめ対策や情報モラル教育などを推進します。

教育課

住民課

学校や教職員向け

の取組

スクールカウンセラーやスクールソーシャルワーカーの

派遣を行い、児童生徒や保護者のこころの健康に関する

相談支援や、関係機関等との連携体制の充実を図ります。

教育課

子どもを守る施策

の推進

学校や保育所、要保護児童対策地域協議会などで、児童虐

待やいじめの早期発見、早期対応を図ります。

教育課

健康こども課

見守りネットワー

クの構築

学校、保育所を始め地域全体で子どもを見守るネットワ

ークづくりに努め、子どもがＳＯＳを出しやすい環境を

構築します。

関係課

各種相談窓口の紹

介

町の窓口をはじめ、他の公的機関や民間団体など子ども

や若者の様々な悩みや不安に対応する相談支援サービス

について、ＳＮＳ等も活用した情報提供や窓口の紹介を

行います。

関係機関

＊ライフスキル 日常生活で起きるさまざまな問題や要求に対して、建設的かつ効果的に対処するために

必要な心理社会能力
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（５）女性の自殺対策の推進 

女性への対策は、望まない妊娠等に伴う心と体への影響の軽減や、産後うつなどの妊産婦への

支援、子育て中や就労する女性の悩みなど、それぞれのライフステージや課題に応じた支援が必

要とされます。 

取 組 内 容 関係課・団体等 

妊産婦に対する支援

の充実

産前産後サポート事業や産後ケア事業を始めとする

妊娠・出産・子育てに関する相談支援を継続し、地域

での気づきや見守り体制の充実を図ります。

健康こども課

困難・課題を抱える女

性によりそった相談

支援

困窮やひとり親、女性相談など、課題に応じた相談支

援事業の紹介や情報提供を行います。
関係課
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３ 生きることの促進要因の支援（その他の関連施策） 

南知多町において既に実施されている「住民の生きる意欲を高め、生きることの支援につながる」

町や関連団体の事業は次のとおりです。 

事業名 事業概要 関係課等 

まちづくり協議会事業

費補助金事業

協働と連携のまちづくり推進を目的に、各地域まちづくり協

議会が実施する事業に補助金を交付
総務課

男女共同参画計画推進

事業
男女共同参画を推進するための啓発 企画財政課

各種職員研修
職員の職務遂行能力と資質の向上を目的に職場研修及び派遣

研修を実施
総務課

サポート職員研修
先輩職員がサポート職員として、新規採用職員に対して、業

務内容や職場生活などの問題について相談や助言を実施
総務課

職場のメンタルヘルス

対策事業
ストレスチェックの実施、長時間労働防止等の勤務時間管理 総務課

ハラスメント関係研修 職場における各種ハラスメントの予防のための研修 総務課

行政の広報・広聴に関

する事務

行政に関する情報・生活情報の掲載と充実、映像広報番組等

の作成・広報誌等の編集・発行、町長と住民が直接対話でき

る機会を設ける

総務課

無料相談会（行政書

士・司法書士）
住民への相談事業(各種手続き・法律相談) 総務課

ノー残業デー 毎週水曜日に定時一斉退庁を実施 総務課

「ヒロシマ・ナガサキ

原爆と人間」パネル展

示

毎年８月上旬に、核兵器のない世界の実現に向けパネル展示

による啓発を実施
総務課

防災啓発事業 防災に対する意識向上を普及させるための啓発事業を実施 防災交通課

空き家バンク事業
空き家の有効活用と定住促進

利用者への助成
防災交通課

高齢者運転免許証自主

返納支援事業

運転免許を自主返納した方への支援品（バス乗車券）の提供

を実施
防災交通課
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事業名 事業概要 関係課等 

産業支援事業 各種補助金の利用啓発 産業振興課

農業・漁業就業者支援 新規従事者への家賃助成等を実施 産業振興課

ミーナの恵みブランド

の推進
農林水産業、観光業の連携推進と地域の活性化 産業振興課

公害・環境関係の苦情

相談

公害・環境に関する苦情や相談を受付と、問題の解決へ向けた

検討

まちなみ環境

課

町営住宅事務 町営住宅の管理事務・公募事務を実施
まちなみ環境

課

各種相談窓口の紹介
知多福祉相談センター（困窮、ひとり親、女性相談など）や

消費生活相談センター等支援サービスの情報提供や紹介
関係機関

後期高齢者医療保険料

の賦課、徴収事務
滞納者に対する納付勧奨・減免状況の把握 住民課

短期保険証・資格証の

発行事務
滞納者への短期保険証、資格証の発行 住民課

高齢者等福祉事業 高齢者等の日常生活の安全安心のための各種支援 ふくし課

高齢者見守り事業 町職員によるひとり暮らし高齢者宅の訪問事業を実施 ふくし課

敬老関係事業 高齢者の長寿を祝い、福祉の増進を図るための事業の実施 ふくし課

高齢者就業機会確保等

事業

シルバー人材センターが行う高齢者就業機会確保等事業に要

する経費に対する補助を実施
ふくし課

障害児支援に関する事

務

児童発達支援・医療型児童発達支援・放課後等デイサービ

ス・保育所等訪問支援、障害児相談支援の実施
ふくし課

障がい者巡回相談
障害者等の問題について相談に応じ、情報提供、助言、障害

福祉サービスの利用支援等を実施
ふくし課

権利擁護に関する相談
障がい者、高齢者等の生活の維持のための日常生活自立支援

事業、成年後見制度等のサービス利用の支援の実施
ふくし課

民生委員・児童委員事

務
民生委員・児童委員による地域の相談・支援等の実施

ふくし課

健康こども課

精神保健に関する相談

対応

アルコール問題の啓発、相談機関の紹介

精神障害が疑われる方、家族の相談対応、訪問、関係機関と

の連携

ふくし課

健康こども課
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事業名 事業概要 関係課等 

学校支援ボランティ

ア・学生サポーター事

業

地域や学生の教育力の活用と登録ボランティアの方の社会貢

献事業
教育課

キャリアスクールプロ

ジェクト事業

将来や生き方について考え、自立の基盤となる力の育成を図

り、また、職場体験活動により望ましい勤労観、職業観を育

む事業等を実施

教育課

就学に関する事務
特別支援を要する児童・生徒へ関係機関と協力して一人ひと

りの障がい及び発達の状態に応じきめ細かな相談を実施
教育課

学習・生活支援員配置

事業

支援が必要な子どもたちへの学習や集団生活のサポートを実

施
教育課

特別支援教育就学奨励

事業
特別支援が必要な児童・生徒の経済的負担を軽減する事業 教育課

教育相談（いじめ相談

含む）

不登校児童生徒の学校復帰と社会適応のため適応指導教室を

開設するとともに、いじめ・不登校の早期解決を目指し相談

事業を実施

教育課

就学援助
経済的理由により、就学困難な児童・生徒に対し、給食費・

学用品等を援助する事業
教育課

女性教育関係事業
女性の資質と社会的地位の向上に努め、地域社会の発展に寄

与することを目指し女性団体の支援を実施
教育課

二十歳のつどい 20 歳を対象に式典および記念行事を開催 教育課

青少年健全育成事業 少年少女団体の育成及び青少年を守る会等の活動支援 教育課

図書活動の充実
住民の生涯学習の場としての読書環境の充実

お話し会等の開催など教育・文化サービスの提供
教育課

町民あいさつ運動 町民あいさつ運動の実施 教育課

親子ふれあいひろば 同世代の乳幼児を持つ親同志と親子のふれあいの場の提供 教育課

ブックスタート

絵本を開く体験と、親子で心触れ合う時間を持つきっかけ作

りとして、乳児健診にあわせ絵本をプレゼントし読み聞かせ

を実施

教育課
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事業名 事業概要 関係課等 

保育の実施 公立保育所・私立保育園などによる保育、相談の実施 健康こども課

一時保育 保育所による一時保育の実施 健康こども課

いちごの会 育児支援のための親子の活動教室 健康こども課

どんぐり園事業
保護者とともに子どもの特性に合わせて発達を支援し、家族の

主体的な子育てへの支援を実施
健康こども課

ファミリー・サポー

ト・センター事業

育児の応援をしていただける方と育児の援助を受けたい方の相

互援助活動
健康こども課

子育て中の女性への

相談支援
ひとり親家庭等への福祉制度や就職説明会などの情報提供 健康こども課

妊産婦への伴走型相

談支援

妊産婦や配偶者等に対して面談等で行う情報提供や相談支援

（働く女性への出産・育児に関する制度等への情報提供）
健康こども課

産前産後サポート・

産後ケア
妊産婦の育児支援、メンタルケアのためのサービス 健康こども課

すこやかオンライン

相談事業
ＳＮＳを利用した相談事業（中学生、妊産婦、子育て世代） 健康こども課

こども発達相談
心理士によるこどもの発達についての心配ごとやしつけなどの

悩み、その他心理的な相談
健康こども課

各種相談窓口の紹介
こころの電話、ヤングテレホンなど公的な相談支援サービスの

情報提供
健康こども課

精神保健に関する相

談対応

アルコール問題の啓発、相談機関の紹介

精神障害が疑われる方、家族の相談対応、訪問、関係機関との

連携

ふくし課

健康こども課

働く世代の健康づく

り事業

地域・職域連携推事業（保健所開催）への参加

町内企業での健康教室の開催
健康こども課

休日診療事業 休日の救急患者への医療 健康こども課

献血
献血の実施

献血の啓発、献血セミナーの実施
健康こども課
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事業名 事業概要 関係団体等 

心配ごと相談 日常生活の心配ごと等の身近な相談及び法律相談 社会福祉協議会

こころのお悩み相談 心理士による心配や悩みごとへの相談対応事業 社会福祉協議会

福祉実践教室
児童・生徒が、障がい者等との交流を通し「豊かな人間

性」や「共に生きる力」を育む教室の実施
社会福祉協議会

ボランティア関係事業
ボランティア活動及びボランティア養成講座に関する支

援。登録グループの活動等の発表及び交流機会の確保
社会福祉協議会

サロン立上げ支援
地域の高齢者等の交流の場を設け、近隣での助け合いを

育む地域づくりの実施
社会福祉協議会

ふれあい交流会
高齢者の生きがいづくり、居場所として各地区で開催

し、健康、防犯、生活等に関する情報提供を実施
社会福祉協議会

手話奉仕員養成事業 聴覚障害者の生活や制度を理解した手話奉仕員の養成 社会福祉協議会

生活困窮家庭への学習

支援事業
個別指導型学習支援を通じた子どもの居場所づくり

知多福祉相談セ

ンター

生活一時資金貸付事業
住民の生活安定のため、差し迫って必要とする生活資金

を低利で貸し付ける事業
社会福祉協議会
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４ 自殺対策計画の進捗状況  南知多町自殺対策計画進捗状況（基本施策）(令和 2 年度～令和 3年度) 
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南知多町自殺対策計画進捗状況（基本施策）（令和 4年度～令和6年度） 
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南知多町自殺対策計画進捗状況（重点施策）
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南知多町自殺対策計画進捗状況（生きることの促進要因の支援）
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南知多町自殺対策計画進捗状況（生きることの促進要因の支援）（令和４年度～令和６年度）
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策定経過 

年 月 日 内 容 

令和６年６月 令和６年度 自殺対策進捗状況調査 

令和６年 12 月 18 日から 

令和７年１月８日 

第 1回 南知多町自殺対策検討委員会（書面開催） 

計画案修正 

令和７年１月 16 日 
第２回 南知多町自殺対策検討委員会（書面開催） 

修正案還元 

令和７年１月 20 日から 1月 31 日 パブリックコメントの実施 

令和７年３月 第３回 南知多町自殺対策検討委員会 
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